
 

平成２２年度事業計画 

 

自 平成２２年４月 １日 

至 平成２３年３月３１日 

 

 全国青尐年教化協議会（略称・全青協）は昭和３７（１９６２）年１１月に発足し、平成２

２（２０１０）年には創立４８周年目を迎えます。これもひとえに各位の絶大なるご指導、ご

支援のたまものと存じ、衷心より御礼申し上げます。 

平成２１（２００９）年度は、前年度に引き続いて、仏教子ども会活動の推進、教化活動者

の育成および現場作り、府県・地区青尐年教化協議会との活動連携、各教団との連携、各種教

材の発行、教化活動者等を表彰する正力松太郎賞の実施等の事業を進めて参りました。各宗派

管長猊下をはじめとして本会の趣旨に賛同される方々にご協力いただいての現代名僧墨蹟展に

ついては、ホームページ上にWeb現代名僧墨蹟展を開設し、広く作品をご覧いただけるよう整

備をいたしました。また、寺子屋NPO事業の一環として設立した「てらネットEN（全国不登校･

ひきこもり対応寺院ネットワーク）」は、全国規模で当事者や家族の支援を行っています。加

えて、ミャンマーサイクロン、四川大地震、宮城地震などによる被災地に対する緊急支援、並

びにスマトラ島沖大地震に際する被災児童の職業訓練校運営など継続的な支援を行いました。  

平成２２（２０１０）年度も、さまざまな形で、より多くの青尐幼年が仏教精神にふれ、こ

ころ豊かに育つことを願い、全力を挙げて取り組んでまいる所存です。 

 教化事業としては、青尐幼年を取り巻く社会環境の変化を見極めつつ、より多くの情報を収

集しながら、各種研修会を開催していきます。まず、今日的な青尐幼年の課題をテーマとして

研修会を開催します。また、寺子屋NPOプログラム（寺子屋づくりプログラム）の運営により、

地域社会と寺院が協働する現場作りを進めてまいります。平成１６年に立ち上げたてらネットE

N－全国不登校・ひきこもり対応寺院ネットワーク－につきましては、さらにその活動を充実

させるために、今年度は親育を課題にしながら事業を展開してまいります。同時に、てらネッ

トENの活動と関連するものとして、加盟教団や全国の寺院における青尐年相談電話（てらフォ

ン）の開設へ向けて、研修事業並びに現場作りに引き続き取り組んでまいる予定です。 

出版事業としては、機関誌『ぴっぱら』を現代の青尐幼年が置かれた状況に則した活動に資

するよう、より的確な情報を掲載し内容の充実に努めてまいります。また、『全青協ブックレ

ット』や『寺子屋教材ハンドブック』の発行を通じて、“役に立つ”“ためになる”情報を引

き続いて提供してまいります。 

 本会の運動のさらなる普及を願って推進している「会員拡充」については、財団創立５０周

年を記念した会員増強運動を展開してまいります。特に、平成１６年度に新設した「特別賛助

会員」を広く募り、運営財源の安定化を図ってまいります。また、２１世紀の社会情勢に対応



 

できる教化活動および寺院の公益性に関する研究を進め、仏教界に広く公開するために、臨床

仏教研究所の運営に力を入れ、研究調査、出版、研究発表大会の開催をいたします。 

 なお、平成２０年１２月１日に施行されたいわゆる公益法人改革関連３法のもとで、新法人

への具体的な移行準備を進めて参ります。  

以上、２１世紀を担う青尐年の健全育成および寺院の公益活動活性化等のために、より多く

の方々と手を携えながら、諸事業を実施いたします。  

 

Ⅰ 教化事業（ 公益目的事業１）  

 
１ 青尐年教化推進事業  

 

（１）仏教子ども会活動の推進事業  

子どもを対象にした仏教行事（花まつり、成道会など）の推進、助成を行う。  

 

①花まつり行事の推進、助成 

加盟教団、府県・地区青尐年教化協議会（略称・府県青尐協）、その他の諸団体に対し、

花まつりポスター等の助成を行い、花まつり子ども会の推進に努める。 

 

②成道会全国こども大会の開催推進 

全青協制定「仏教の人間像」６項目に照らしてテーマを設け、全青協及び府県青尐協の

会員が開催する「成道会こども大会」開催地にポスター、リーフレット及び読売新聞東

京本社と日本テレビからの助成品（文具）を贈る。 

１２月上旬の日曜日を中心に、全国１００会場で合計１０，０００人の参加を目標に開

催を呼びかける。 

 

（２）青尐年教化研修会等の開催事業 

青尐年教化活動者の育成と研鑽を目的に、仏教界、各界の有識者を講師やパネリストに

招いて研修会等を開催する。  

 

①寺子屋NPO研修会の開催 

寺院と地域社会が協働する中で、現代の社会環境に即応した、子どもたちや若者、そし

て子育て期にある親の居場所を作り運営するための研修会を開催する。  

 

②寺子屋指導者研修会の開催  

日曜学校・子ども会指導者の一層のスキル向上のため、講師を招き、指導者研修会を開催

する。  

 

 



 

（３）ネットワーク拡充事業  

 

①青尐幼年教化活動の調査・情報収集及び発信と NPO（市民団体）との活動連携  

Ａ）青尐幼年教化活動者の活動内容の調査、情報収集 

仏教子ども会活動を中心に、青尐幼年教化の活動内容について調査し、把握する。 

Ｂ）青尐幼年を対象にした活動及び研究に関する情報収集 

青尐幼年問題に関する情報を広く収集するとともに、他団体が主催する青尐幼年関

係の研修会等にも参加し、その活動内容を把握する。また、加盟教団等が発行する

教化資料の収集に努めていく。  

Ｃ）仏教団体、仏教系大学サークルの情報収集と活動の連携 

青尐幼年に関する活動を行っている仏教団体、仏教系大学の児童研究会などと連絡

を取り、情報交換を行い、連携事業の展開に向けて検討を行っていく。  

Ｄ）NPO等との情報交換及び活動の連携  

チャイルドライン支援センターをはじめ、青尐幼年の健全育成や子育て支援につい

て活動を行っているNPOとの情報交換を促進し、必要に応じて活動の連携を行って

いく。また、教育系の研究機関や行政との連携もあわせて促進していく。  

Ｅ）てらネットENネットワーク拡充に向けての情報収集 

新規にてらネットENへ参加希望の寺院・団体および、現在青尐幼年問題に取り組ん

でいる全国の寺院についての情報収集を行なう。これによりネットワークの拡充を

目指す。 

Ｆ）自死遺児支援プログラムに関する調査  

近年の自殺者数の増加傾向に伴い、自死遺児支援プログラムの新設に関して調査を

行う。物心両面において、寺院や僧侶が担える可能性について検討する。  

 

②府県・地区青尐年教化協議会及び活動寺院・団体等との活動連携  

府県・地区青尐年教化協議会（略称・府県青尐協）との活動提携、連携を強化し、本会

の事業目的を広めるとともに事業助成を行う。また、青尐幼年教化活動寺院との新たな

ネットワークづくりを目指した活動を行い、本会の組織基盤の充実を図る。 

Ａ）「府県・地区青尐年教化協議会代表者会議」の開催 

各府県・地区の青尐協代表者が集い、青尐協活動の情報交換と本会活動との連携を

図るために開催する。  

Ｂ）活動助成 

府県青尐協が行う青尐幼年教化活動に対し、状況に合わせて物品助成を行う。また、

府県青尐協との共催事業を企画し、協働とそのサポートを行う。 

Ｃ）「心の力を養う講座」開催の推進 

「心の力を養う講座」として府県青尐協が主催する講演会に対し、講師派遣などに

ついて助成を行う。  

 

 



 

③加盟教団との活動提携、連携  

加盟教団の青尐幼年教化部門との連絡をとり、青尐幼年教化活動の情報を収集する。教

団教化部門担当者と会議などを開き、教化活動の提携連携を図る。また、現今の青尐幼

年の現状等に即した活動に関する企画の提案を行っていく。 

各加盟教団の青尐幼年教化部門などと連絡を取り合いながら、青尐年や社会のニーズに

即した活動のあり方について検討する。  

Ａ）担当者連絡会議の実施 

青尐幼年教化に関する担当者部門の責任者による会議を行い、教団相互および全青

協の活動に関して情報交換を行い、各々の活動の充実を図る。 

Ｂ）研修会への講師の派遣 

加盟教団が開催する研修会に対して、目的に応じた講師を派遣する。  

Ｃ）青尐幼年教化活動に対する企画の提案および推進協力 

加盟教団に対して、こころの相談窓口や子育て支援事業など、現今の青尐幼年や社

会の状況に即した活動に関する企画提案を行い、活動の立ち上げ及び運営について

協力する。  

 

（４）教化活動広報事業  

青尐年の健全育成に関し、メディアに対して企画提案を行うとともに、ＤＶＤをはじめ

とする視聴覚教材について調査・研究・開発を行う。また、ホームページのリニューア

ルを適宜行い、併せてWeb現代名僧墨蹟展を運営する。 

 

①インターネットによる情報収集及び発信 

インターネットを利用して青尐幼年問題や活動者に関する情報を収集し、全青協の活動

情報と合わせてホームページ等で情報の発信を行っていく。 

 

②メールマガジンの発行 

よりタイムリーに情報を提供すべく、インターネットを利用して青尐幼年問題や活動者

に関する情報を発信していく。  

 

③活動寺院データベースの公開  

青尐幼年の健全育成に取り組む活動寺院のデータベースを作成し、ウェブ上で公開して

いく。  

 

④『教化レーダーブック』『教材ブックレット』の発行  

今日の青尐年をめぐるさまざまな問題に対し、教化活動者の役に立つ情報・ノウハウを

まとめ刊行する。  

 

 

 



 

2 公益活動推進事業 

 

（１）てらネットＥＮ関連事業の実施  

 

①シンポジウムの開催  

不登校・ひきこもり・ニートなど、青尐年が直面する課題について考える機会として、

また、てらネットENを広く知ってもらうために公開シンポジウムを開催する。 

 

②自助グループの運営 

不登校やひきこもりで悩む当事者から受けた「外には出たいが、人との関わりを持てる場

所がない」との多くの声に応えるため、寺院における居場所を提供する。社会復帰への橋

渡しのきっかけとして、寺院という場を利用してもらう。  

 

③不登校・ひきこもり当事者の家族を対象としたセミナーの開催 

ひきこもり当事者の家族を対象に、家族が当事者といかに接するのが適切なのか、そし

て、当事者に関わる問題（発達障害、精神疾患、公的扶助申請）を家族として正しく理

解するためのセミナーを開催する。そのために初歩的にして実際的なカウンセリング技

法や発達障害、精神疾患、公的扶助申請などについてのセミナーを開催する。 

 

④就労支援プログラムの実施 

ひきこもりやニート状態にある若者に、全青協事務局内で軽作業に携わってもらうこと

により就労へのきっかけ作りとしてもらう。その後、寺院から受託した軽作業等に従事

してもらい、一般社会における就労へと導く。また、市民社会の担い手として活躍する

ためのスキルを身につけてもらい、NPOの設立などへ導いていく。 

 

⑤相談窓口の設置・運営  

不登校やひきこもり当事者、およびその家族などを対象とした電話相談窓口及び面接相談

室を運営する。  

 

⑥てらネットENパンフレット・活動報告書・小冊子の作成  

全国の寺院・各種団体や施設等で配布、掲示が可能なパンフレット・活動報告書・小冊

子の作成配布を行ない、てらネットＥＮの認知度を広めていく。また、不登校やひきこ

もり、ニートについての正しい知識や対応についても紹介していく。 

 

⑦「てらネット EN」世話人会および連絡会議の開催  

参加寺院間の相互連携、電話相談窓口の状況報告などを兼ねて、昨年度から実施していた

世話人会および連絡会議を平成２２年度も定期的に開催する。  

 

（２）寺院等における非営利・公益活動の補助・推進 

寺院を核とし、青尐年の居場所づくりと自立支援を目的とした寺子屋NPOプログラム（寺



 

子屋づくりプログラム）についての公開講座、教育系NPO法人の活動調査、参考資料の

発行、活動に対する助成等を行う。  

 

（３）「平仏集」勉強会の運営  

青年仏教僧の中に仏教思想にもとづいた平和観を育て、実際の行動へつなげていくための

学習会を行う。あわせて平和をテーマとした他宗教や市民団体とのネットワークも構築す

る。  

 

（４）エンゲイジド・ブッディズム研究会の運営  

今日的な社会問題に関わり、公益性の高い寺院活動や僧侶のあり方について、諸外国の先

進事例を踏まえながら広く提言するための研究を行う。  

 

（５）INEB 東アジア大会開催への協力  

４月５日から７日まで東京にて開催されるインターナショナルネットワーク・オブ・エ

ンゲイジドブディスト（INEB／仏教者連帯会議）の東アジア大会運営に対して協力を行

う。  

 

（６）海外支援・国際交流の推進  

国内外の団体と協働しながら、途上国の青尐幼年やその父母を対象とした国際支援・交流

プロジェクトを推進する。 

 

①「ぴっぱら国際児童基金」の推進 

社団法人全日本仏教婦人連盟と共同で、インドをはじめとする途上国のスラムや路上で

暮らす子どもたち、貧困のため教育を受けることが出来ない子どもたちを対象に、チャ

イルド・サポーター（里親）からの支援金を基にして、奨学金の支給、校舎の建設、栄

養補給など教育、福祉の両面で支援プログラムを推進する。また、日本の青尐年と現地

の子どもたちの交流を進めるほか、地震や津波などにより被災した国々において、現地の

NGOと協働しながら、教育・福祉・自立の３点を主眼に支援を継続的に行っていく。 

 

②海外スタディーツアーの実施 

海外のさまざまな青尐年教化・教育施設などを訪問し、現地の青尐年支援団体の担当者

や青尐年と交流し、またボランティア活動に参加するなどして、現代の青尐年問題を地

球規模でとらえ、認識を深めて、参加者の青尐年教化活動の一助とする。  

 

３ 墨蹟事業  

 

（１）第４３回現代名僧墨蹟展の開催  

現代仏教界を代表する各宗派管長、大本山貫首、布教師をはじめ、全青協の活動趣旨に

賛同してくださる文化著名人など約２００名の協力を得て、掛け軸、額、色紙、短冊な



 

どを展示し、ご染筆作品を通して「仏の心を家庭に」という全青協の願いを広める。ま

た、会場において法話を行い、来場者の教化を図る。協賛していただいた浄財は、国内

外の青尐年健全育成のための資金に充てる。  

開催会場は、上野、銀座、静岡、名古屋、大阪、山口、宇都宮などを予定。  

 

４ 出版事業  

 

（１）機関誌『ぴっぱら』の発行  

青尐幼年を取り巻く今日的な社会問題などを取り上げ、仏教的視点から問題提起を行い、

解決への方途を提示する。また、一般読者の知識欲に応じられるような記事の提供に引

き続いて力を入れる。寺院青尐幼年教化活動を紹介する欄等を通じて青尐幼年教化活動

者の時代に即した教化活動の参考に資する。 

                                                                         

（２）書籍・教材発行と調査及び研究、広報 

 

①仏教行事にかかわる教材の発行  

青尐幼年向けに各種教材を発行する。花まつり関係では、花まつり風船、ポスター、絵

はがき、甘茶クッキー等の頒布。お盆関係ではリーフレット、共通教材として『ほとけ

さまのおしえ』など｡ 

 

②関連図書の発行 

教化資料として有益な書籍を随時刊行していく。  

 

③書籍・教材の調査及び研究 

青尐年関係の出版物ならびに教材などを調査・研究し、今後の出版事業につないでいく。 

 

④出版物・教材の広報活動 

出版物は会員以外への販路を開拓するべく、頒布活動に力を入れる。教材は成道会、お

盆、花まつりをはじめとして、あらゆる機会を利用して、ＤＭ、チラシなどで広報する。  

 

Ⅱ 表彰事業（ 公益目的事業２）  

    
（１）『正力松太郎賞』の実施 

仏教精神に基づき、長年にわたって青尐幼年の宗教情操の育成に尽力して顕著な実績を

あげており、今後も活躍が期待される個人・団体を顕彰する。また、若手の僧侶および

活動者を対象として青年奨励賞を授与する。                    

①『第３４回正力松太郎賞』の受賞者は４月上旬に発表、５月に表彰の予定。 

②『第３５回正力松太郎賞』は９月に公募を開始し、１２月に締め切り平成２３年３月

に選考委員会を開催予定。                                                        



 

（２）表彰の実施  

本会事業に貢献のあった個人・団体を表彰、または感謝状の発行などを通して顕彰する。 

関係団体、個人から表彰または感謝状の発行の依頼などがあった場合には、検討のうえ

顕彰する。  

 

Ⅲ 臨床仏教研究所運営事業（ 公益目的事業３）  

 

２１世紀の社会情勢に対応できる教化活動や公益性の高い寺院のあり方について研究を

進め、仏教界に広く公開することを目的として活動する。事業内容としては、「調査・

分析」「プログラム開発」「研修」「コンサルティング」という４つの主要な柱を設け

る。２２年度は、前年度に引き続き調査・分析を事業の中心として位置づける。また、

秋には研究発表大会を開催する。 

 

（１）一般人を対象とした宗教や寺院に対する意識調査および分析  

一般人が宗教に対してどのような意識を持っているのか、また僧侶や寺院に対して何を

期待しているのかなど、寺院の公益性を推進する上で参考とすべきデータを収集し分析

する。 

 

（２）研究発表大会の開催 

全青協会員を中心として、全国のさまざまな現場で活動する仏教者に呼びかけ、１０月

５日に全青協・臨床仏教研究所主催の「第１回活動事例研究発表大会（仮称）」を開催

する。基調講演、活動事例発表、交流会ほかを予定。  

 

（３）研究紀要・書籍の発行  

調査分析結果および平成２１年度開催のお寺の公益性を考えるシンポジウム２００９、

２２年度開催の研究発表大会の内容を中心に、寺院等の公益活動に益する資料として発

行する。  

    

Ⅳ 災害支援事業（ 公益目的事業４） 

    

国内外で起こるさまざまな災害に対応して、多様な方途によって災害緊急支援を行って

いく。特に、被災地における子どもたちの健康・教育・自立支援を中心に、「ぴっぱら

国際児童基金」および仏教系NGO等と協働しながら効果的に支援を行っていく。  

 

Ⅴ 管理 

 

（１）組織の充実・拡充 

平成２４年に財団創立５０周年を迎えるにあたり、理事教団を中心に加盟各教団の協力を

仰ぎ、常務理事の連名で、寺院を対象にダイレクトメール方式で幅広く入会を呼びかける。



 

特に、全青協の運営を財政的に支援していただく特別賛助会員を積極的に募っていく。加

えて活動資金源の多様化を図るため、助成財団等の助成金の取得にも努めていく。 

 

（２）公益認定申請 

平成２０年１２月１日に施行されたいわゆる公益法人改革関連３法のもとで、新法人へ

の移行申請を今年度を目標に準備を進めていく。  

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                    

             

               

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


